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〇一人一台端
末(ICT機器)を
利用した学び
を通して、周り
の人とのやりと
りができる生徒
の育成

○表現力の育
成を目指した
授業の充実

昨年度、学部研究で、指導者と
生徒、生徒同士のやりとりのあ
る授業づくりに取り組んだ結
果、生徒が意思を伝える機会、
やりとりする機会が増えた。しか
し、単一、重複とも生徒同士の
やりとりに関しては、まだまだ改
善する必要があるという課題が
残った。今年度はそれに加え、
高等部一人一台端末の導入に
伴う、ICT機器を利用した新し
い学びを推進する必要がある。
そこで、今年度は、授業や生活
の中でICT機器を利用しなが
ら、指導者や生徒同士でのやり
とりを増やす取り組みを通して、
自己肯定感を高めるようにした
いと考えている。

①　生徒が、授業や生活の中で
ICT機器を利用した学びをする
ことができる。

②　生徒が授業や生活の中で
ICT機器を利用しながら、指導
者と、もしくは生徒同士でのやり
とりをすることができる。

※以上、指導者に中間・期末ア
ンケートを行い、２つとも８０％以
上でA評価、１つ以上が８０％で
B評価、①②とも８０％以下の場
合C評価としたいと思います。
③　アンケート回答が可能な生
徒には、ICT機器を利用して、
学ぶことが楽しくなったかどうか
聞いてみたいと思っています。

〇まずは、指導者がICT機器
を利用した学びについて理解
する必要があるため、学部で
研修会を行う。
〇授業や生活の中でICT機器
を利用した学びの実践例を共
有しながら、取り組みを進め
る。
〇昨年度の学部研究での、や
りとりのある授業づくりを基盤
にしながら、ICT機器を活用し
ながら、やりとりを増やしていく
か授業づくり研究を進めてい
く。

 

自己肯定
感を高
め、主体
的に取り
組む児童
生徒の育
成

Ｂ
中
学
部

○昨年度の取り組みから、自分
なりの方法で気持ちや思いを
伝えようとする姿が増えつつあ
る。しかし、伝え方や言葉遣い
等に課題が見られ、トラブルに
つながる場合がある。また新年
度になり、人間関係や学習環
境が変化したことにより、自分
から気持ちが伝えにくい姿も見
られる。

○相手を意識した伝え方を身に
つけ、自分の気持ちや思いを伝
えることができる。

※教職員アンケートで８割以上
が「できた」と回答
※生徒アンケートや学習の記録
から評価

○相手に伝わったという経験
を積み重ねられるよう、生徒と
指導者や生徒同士がやりとり
をする機会を意図的に設定す
る。
○自分や相手の良さに気づ
き、認め合える環境づくりを目
指し、学習過程や成果の掲
示、動画を用いた振り返り、生
徒同士の相互評価などを行
う。
○学習グループや学部内で、
生徒の様子や学習の工夫、指
導支援等等について情報共
有を行う。

○表現、表出について、懇談
等を通して保護者から情報収
集を行ったり、支援者同士で
情報共有を行ったりする。
○表現力についての研修会を
開催する。
○児童生徒が主体的に取り組
むことができるような単元、題
材、教材等を支援者で検討し
あい、授業作りを行う。
○学習グループで使っている
教材について情報共有する。

○主体的に活
動したり表現し
たりする姿へ繋
げる指導・支援
の工夫

Ａ
部
門

Ｂ
小
学
部

○ルーティーンになっている流
れで見通しを持って生活するこ
とができている。
○学習担当の教職員に対して
は、自分の思いを個々の方法
で伝えることができているが、
「いつでも、どこでも、誰とでも」
コミュニケーションをとれるとは
限らず、自身の表現力を高め
ていく必要がある。

Ｂ
高
等
部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令 和 ５年 度　　自　己　評　価　表　　
鳥取県立倉吉養護学校  

○児童の達成感や、主体的に
活動する意欲を育むため、教
育活動全般を通して、様々なア
セスメントからの児童の実態把
握を行い、発達段階に応じた
表出や表現できる学びの場を
作っていく必要がある。

○児童が学習や生活の中で、
自分で伝えたいことや表現した
いことを、自分なりの方法で表
出したり表現したりする姿が見ら
れる。

※教員の８割以上が「できた」と
回答
※学習後の振り返り場面の姿を
捉えて、児童の変容を評価

次年度への改善方策

○担任だけではなく、教員間
でも児童の実態を共有し、学
習内容や指導・支援方法を検
討して、評価・改善を行ってい
く。
○児童の表出力や表現力を
広げるために、有効な支援
ツールや教材・教具の情報共
有を図る。
○児童の学習の様子や学習
の広がりについて、保護者や
関係機関と共有し、連携を
取っていくことを継続する。

年　　　　　　　度　　　　　　　当　　　　　　　初 評　価　結　果　　　（　）月
評価項目 評価の具体項目 現状

　　　　　　　　　　　〇自己肯定感を高め、主体的に取り組む児童生徒の育成　　〇質の高い職職員集団の実現

　　　　　　　　　　　〇安全で安心な学校の実現　〇「チームくらよう」の推進

　　　　　　　　　　

目標（年度末の目指す姿） 目標達成のための方策 経過・達成状況 評価

今年度の
重点目標

○未来に向かい　自分らしく輝き　豊かに生きる子どもを育成する。
中長期目標

（学校ビジョン）

○子どもたちが
日々の学習に
期待感をもって
取り組み、一人
一人の方法で
表現する力を
育む授業づくり

○様々な学習活動を通して、児
童生徒が一人一人の方法でい
ろいろな人に気持ちを伝えた
り、表現したり、関わろうとしたり
する姿が見られる。

※教員の８割以上が「できた」と
回答
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○安全点検を適切に行い、事
務部への報告を行う。
○安全・安心への意識を高め
る体制作りを行うことができるよ
うに、避難訓練の方法などを
検討・見直しをしながら計画、
実施する。

○各種訓練、研修会、ヒヤリ
ハット等を通して、教職員の安
全で安心な環境づくりに対する
意識を高めるよう努めている。
○地震、火事、不審者などの避
難訓練の方法や緊急時に使用
する機器の扱い等に課題が上
がっている。

○児童生徒が安全・安心な環
境で学習できるよう避難訓練や
安全点検、ヒヤリハットでの情報
共有、課題への対応を適切に

行っている。

○より安全・安
心な教育環境

○定期的な掃除道具点検、職
員作業により、校舎内外の校内
外の環境が整った。
○TEAS報告やエコ点検を定期
的に行っているが、エコについ
ての取り組みがクラスによって
差がある。特に、水道、紙の使
用量が増えている。点検内容を
見直したので、結果を見て呼び
かけを行っている。

○安全・安心な教育環境づくり
を行うとともに、エコに対する意
識が高まる。
※職員作業の実施（年２回）
※掃除道具点検の実施(年２
回）
※水道・電気の使用量で、昨年
度との比較を周知する。
※エコ点検で◎の割合が６割以
上

○年に２回の職員作業を計画
実施し、安全安心で無駄のな
い環境づくりを行う。
○委員会・分掌と連携し、環境
に関する啓発をしていく。
○電気、水の使用に関してエ
コにつながる具体的な取り組
みを示すとともに、掲示板に
TEAS報告を載せ、全校への
意識づけを行ったり、職員へ
の協力を呼びかけたりする。

質の高い
教職員集
団の実現

評価項目 評価の具体項目 現状 目標（年度末の目指す姿） 目標達成のための方策

〇各自の業務が誰が見てもわ
かりやすく整理されている。

○授業者が実態（アセスメント
の結果等）・目標・授業の工夫
がわかるシートを準備する。
○授業者と参観者が授業につ
いて建設的に話し合うことがで
きる「授業公開」となるような場
を設定する。

全
体

○児童生徒の
表現力を育成
するための指
導者の授業力
向上

○会議をしない日やノー残業
ディの設定し、早期退勤への
意識を高めるとともに計画的に
勤務をする環境を整え。勤務
簿の自己管理の徹底を図る。
〇業務カイゼンに関する研修
会を実施し、一人ひとりが業務
カイゼンに向けての意欲を高
めるとともに自ら考えた改善策
を取り組みにいかす。

〇状況に応じ
た感染症対策
の実施

〇保健指導の
充実に向けた
環境整備

○日々勤務簿の自己管理を徹
底するとともに、研修等で自ら業
務カイゼンに参画し、具体的な
改善策に向けて取り組む。
※教職員アンケートで８割以上
が目標達成のための方策を「で
きた」と回答

健
康
教
育
部

評　価　結　果　　　（　）月
評価 次年度への改善方策

○時間外業務
の原因把握と
業務カイゼン
の推進

○学部ごとや全体の授業を公
開することを通して、表現力向
上をめざした授業の工夫を知る
ことができる。

※教職員アンケートで８割以上
が「できた」と回答

〇校内における感染症対策の
マニュアルを作成し、対応を実
施する。

〇保健指導用のデータ教材や
授業づくりに必要な情報が活
用・共有しやすいように、環境整
備を行う。

〇学校保健安全法施行規則
等の法的根拠に基づきマニュ
アルを作成するとともに、教職
員に周知し、対応を進める。

〇校内のデータの保存先を明
確にするとともに、授業づくり
に必要な文書や情報リンクを
添付した一覧シートを作成し、
活用の呼びかけを行う。

〇学部の系統性を確認しつ
つ、すべての教科、合わせた
指導等の年間指導計画の作
成を進める。
〇各教科等の年間指導計画
作成作業で全体をまとめられ
るように書式等の工夫を行う。

〇各自が担当業務の効率化と
見える化を行う。

○個々の業務を見直し、継続
的に業務量の平準化を図る必
要がある。
○前年度比で月４５時間を超え
て時間外勤務をする者が増え
ている実態がある。

安全で安
心な学校
の実現

安
全
・
環
境
部

〇本校はハイリスク施設として
の対応が必要であり、新型コロ
ナウイルス感染症の第５類移行
後も、その時々の状況に応じた
感染症対策が求められる。
〇保健指導における教材づくり
が進んでいる半面、データの保
存先が曖昧で活用がしずら
かったり、指導要領等から必要
な情報を探すのに時間を要し
たりする。

事
務
部

○安全・安心
への意識と体

制作り

経過・達成状況

教
務
部

〇事務の効率
化と「チーム事
務室」の推進

〇新たに担当する業務の引継
ぎや業務進捗管理に一部十分
でなかったところがあった。

〇年間指導計画の見直しを毎
年行う中で、各活動のつながり
を意識した立案がされている半
面で、学級経営簿の簡素化で
各教科等の活動計画の横のつ
ながりの把握が難しくなった実
態がある。
〇合わせた指導における年間
指導計画が揃っていない実態
があり、中身の検証等と合わせ
て整備が必要である。

〇各教科等の年間指導計画の
書式について整備を完了させる
ことができる。（すべての計画を
作成）
〇各教科等の年間指導計画を
まとめられる書式を作成し、各
教科等のそれぞれの年間指導
計画を横断的に確認できるもの
を作成する。

研
究
部

年　　　　　　　度　　　　　　　当　　　　　　　初

〇令和４年度は２回の研究の
日を通して全学部の複数の授
業公開を実施することができ
た。他学部の普段の実践を知
り、学び合うことのできる良い機
会となった。 本校オリジナルの
授業研究の方式を来年度も継
続しながら、令和５年度からは
表現力の向上をテーマに新し
い研究に取り組んでいく。

〇授業に活き
る年間指導計
画の整備
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情
報
教
育
部

nenn

評価項目 評価の具体項目 現状

〇地域校や関
係機関のニー
ズの把握

○センター的機能の活用につ
いて利用者側の成果や課題を
知る機会が少なく、今後の体制
に活用することが難しいケース
があった。

○各種会議や体験等を活用
し、地域校や関係機関からの
ニーズを把握する。
〇センター的機能活用の成果と
課題、ニーズについて、電話、
聞き取り、アンケートを実施して
まとめる。

支
援
部

（
地
域

）

年　　　　　　　度　　　　　　　当　　　　　　　初

○児童生徒に関する各事案に
ついて、全職員が校内体制に
沿って、関係機関とも役割分担
しながら迅速に対応する。
〇各事案に関する校内体制に
ついて、新たに作成したり追加
修正等を行ったりする。
〇定期的に関係機関と情報共
有や共通理解を行う。

○年間を通じて、支援会議等
を活用するとともに、関係機関
への訪問も積極的に行う。
○校内体制について年度初
めに全職員に周知徹底すると
ともに、具体的な事例も挙げな
がらわかりやすく伝える。
○職員会等で全職員に周知
徹底するとともに、校内支援委
員会を中心に対応についての
検証を行う。

○体験入学・体験学習、通級
指導教室等の場面で、関係者
にアプローチをする。
○アンケートは文書に加え、Ｇ
ｏｏｇｌｅフォームによる回答がで
きるよう準備する。

目標（年度末の目指す姿） 目標達成のための方策

キ

ャ
リ
ア
教
育
部

支
援
部

（
校
内

）

○関係機関と
の連携を含め
た校内体制の
明確化と、それ
に伴った連携
強化の実施

○児童生徒の実態の多種多様
化、社会や家庭環境の変化等
により、各関係機関との連携の
仕方も多様化しており、よりス
ムーズに連携できるよう工夫を
していく必要がある。

○本校教育に
ついての理解
啓発につなが
り、指導支援の
連携を密にし
ていくための教
育活動の発信
〇児童生徒の
端末の活用促
進
〇 ICTを活用
した効率的な
業務改善

○定期的に学校ホームページ
で教育活動について発信しより
分かりやすいものとなってきた。
○指導者用端末の整備の遅れ
等のため児童生徒の１人１台端
末による学習活動が十分に実
施できていない。
〇グーグルワークスペースの利
活用によりペーパーレス化が
徐々に進んできた。

○教育活動や学校教育の情報
掲載等、学校ホームページの充
実を図る。
〇単一学級児童生徒の１人１台
端末を活用した授業が実施でき
るよう支援する。
〇教職員のICT研修の他、各分
掌や学部、研究部等と連携し、
学校全体としてあらゆる機会に
ICT活用を導入し、効率的な業
務ができるようにする。

○定期的に情報掲載できるよ
う各部門、学部での当番制に
し、週１回以上の更新をする。
○教材作成や情報モラルの教
職員研修の実施や個別のフォ
ローアップやとともに１人１台
端末の利用場面の日常化に
取り組む。
○各分掌業務の中でアンケー
トなどグーグルフォームで行っ
たり、ドライブやミートを利用す
るよう声掛けを行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〇保護者アンケートで８割以上
が「進路や人権教育・交流に関
する情報発信ができている」と
回答する。

○定期的なキャリア教育だよリ
の発行（PTA人権教育研修
会・公開学習・交流関係）・進
路に関する学習等の内容掲
載）の発行（年６回以上）
○卒後に向けた事業所情報
提供（中部地区福祉セミナー
動画提供）
○小・中・高等部それぞれの
段階に応じた進路に関する取
組の説明（学部懇談・学年懇
談等）

　　　　　　　　　　

「チームく
らよう」の
推進

○保護者への
情報発信

○保護者対象視察研修等を工
夫しながら実施する方向で進
めている。人権教育・交流や進
路に関する保護者への情報提
供の充実を図る必要がある。
○キャリア教育参観日（１１月）
に向けた保護者への周知が必
要。


